全国市長会要請
全国市長会：杉田行政部長、佐藤行政部副部長
自　治　労：菅家企画局長、下目政治政策局次長、森下現業局次長
　

冒頭、菅家企画局長より「政府は６月を男女共同参画月間としているが、自治労も６月を集中取り組み期間として男女平等社会実現にむけて取り組みの強化を進めている。とりわけ、今年は100年に1度とも言われる経済危機の中、女性労働者にその影響が顕在化している。自治労の取り組みにご理解をいただき、全国市長会としても男女平等社会の実現にむけ取り組みの強化をお願いしたい」と要請の主旨を述べた。

引き続き、下目政治政策局次長から要請書にそって、①女性労働者の雇用の安定、ジェンダー平等の推進など取り組みの強化をはかること、ワーク・ライフ・バランス憲章と行動指針の具体化にはかること。また、「ワーク・ライフ・バランスの街づくり宣言」が地方議会で決議されるよう情報提供等、必要な措置を講じること、②労働組合、NPOなど幅広い関係者の意見交換のもと、地域の状況を反映した男女平等条例、男女共同参画計画づくりを促進すること、③市に設置する審議会等への女性登用を積極的に進めること、④市の女性職員の採用、職域拡大、管理職への積極登用を促進することなどを要請した。

　これに対して、市長会側は、「要請の主旨は理解しており、必要な取り組みと認識している。ご承知のように、全国市長会は直接各市に指導するとういう立場にはないが、各市からの要望をまとめ、例年、男女平等社会の課題については必ず国に提出している。」などと回答した。

　さらに、森下現業局次長からの「子育て・介護の問題として、育休が取れない現場の実態を知ってほしい。」との要請に対し、国の一律的な定数削減の考えは問題だと思っているなどと回答した。

　最後に、自治労側から、「全国市長会として、男女平等社会の実現にむけ、積極的に啓発活動や政府への働きかけを行っていただきたい。今後とも、男女共同参画の課題に関して情報・意見交換、要望をさせていただきたい」と述べ、全国市長会への要請を終了した。

